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物流におけるKPI導入のメリット

出所 物流事業者におけるKPI導入の手引き

１．問題の可視化

目に見える問題点は改善に
つなげられる

２．コミュニケーション促進

多様な関係者と現状認識の
共有

３．合理的で公平な評価

客観的な評価ツールとして
の活用
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直接的な指標である二酸化炭素
排出量ではない…
現在ではもう使われていない…

物流政策での評価指標

出所 国土交通省 「運輸部門における二酸化炭素排出量」
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2001年まで運輸部門の二酸化炭
素排出量が増加傾向

二酸化炭素排出量削減への指標
はモーダルシフト化率の設定

物流における評価指標に対して、
改めて整理する必要がある

研究目的

総合物流施策大綱(2001-2005)で用いられた評価指標を対
象に、問題・課題に対して適切な評価指標となっているのか、
また、課題解決に向けた取組を適切に評価できているのか検
討する。

最新の総合物流施策大綱(2021-2025)における各評価指標
に対して、得られた知見からの見直しを提言する。
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適切な評価をすることで、問題点を明らかにし改善へつなげやすく、今後の物
流をよりよいものへできる。
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総合物流施策大綱(2001-2005) 評価指標
モーダルシフト化率が設定され、その後のフォローアップが存在した総合物流
施策大綱(2001-2005)を採用
①パレタイズ可能貨物のパレタイズ比率

②標準パレット率

③複合一貫輸送に対応した内貿ターミナルへ陸上交通を用いて半日以内で往
復できる地域の人口ベースの比率

④自動車専用道路等のICから10分以内に到達可能となる拠点的な空港及び
港湾の割合

⑤三大都市圏における車両の平均走行速度

⑥トラックの積載効率

⑦輸入コンテナ貨物について、入港から貨物がコンテナヤードを出ることが可
能となるまでに必要な時間

⑧モーダルシフト化率
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評価指標設定の経緯

• 国際競争力の向上
への目標設定が多
くを占める

• 多頻度小口化、需
要の多様化が進む
社会と、鉄道・海運
の利用促進のモー
ダルシフトはかみ
合わない目標設定
である
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国際競争力の向上という課題設定の経緯

• コンテナの伸びが
低位

• リードタイムが長い
• 近隣アジア港湾に
比べ、物流コスト高

↓
国際競争力の向上
↓
評価指標の設定

しかし、全体効率化に
よる課題の中でもか
み合わない指標も存
在した。

10

目次

1．はじめに
2．総合物流施策大綱(2001-2005)の評価指標
3．評価指標の妥当性に関する検討
4．総合物流施策大綱(2021-2025)の評価指標への提言
5．おわりに

11

評価指標 検討項目

次の5つの項目から、8つの評価指標の妥当性を検討する。
問題解決・課題達成につながるのか

直接評価か、間接評価か

定義は明確であるのか

対象範囲は適切であるのか

課題達成に向けた取組の適切な評価の仕方であるのか

5項目を評価指標チェック表において、問題解決、直接 or 間接、定義、対象範
囲、評価の仕方としている。
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目標 2005年までに9割
→ 2001年 74.6%

①パレタイズ可能貨物のパレタイズ比率

出所 国土交通省 今後の物流施策の在り方 －新総合物流施策大綱の実施状況を踏まえて－

• 問題解決につながるのか
→課題 女性・高齢者でも働ける
→国際競争力の向上にはつなが
りがない
• 対象範囲が適切であるか
米流通業、合成染料業、セメント
製造業がパレット化率が低い

多数の業者が絡むとパレットが
紛失しやすい

建材は多種多様で積み下ろしを
画一化不可能
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問題解決 直接 or 間接 定義 対象範囲 評価の仕方
× 間接 〇 × ×

目標 21世紀初頭までに50％
→ 平成14年 42.8％

⑥トラックの積載効率

出所 国土交通省 今後の物流施策の在り方 －新総合物流施策大綱の実施状況を踏まえて－

• 問題解決につながるのか
目標設定の経緯が曖昧である
→積載率が低いことによる問題
が整理されていない
• 対象範囲が適切であるか
積載率低下の原因
自家用、営業用で差が大きい
片荷輸送も対象（最大で50％）

14

問題解決 直接 or 間接 定義 対象範囲 評価の仕方
× 間接 〇 × ×

目標 2010年までに50%
→2001年 38.6%

⑧モーダルシフト化率

出所 国土交通省 今後の物流施策の在り方 －新総合物流施策大綱の実施状況を踏まえて－

• 対象範囲が適切であるか
算出方法の中で、分母にト
ラック輸送を含む

そのため、自動車輸送が増え
るとモーダルシフト化率の伸
びは低位になる
• 評価の仕方は適切か
モーダルシフトを進めても、進
んでいないように見えてしまう
評価より、適切ではない
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問題解決 直接 or 間接 定義 対象範囲 評価の仕方
〇 間接 〇 × ×

総合物流施策大綱(2001-2005) 総合検討結果

• 問題解決につながらない指
標も存在した

（例 パレット化率、積載効率）

• 直接評価（例 アクセス改
善）の場合、改善が進んでい
たが、間接的評価（例 生産
性向上の基盤を見た指標）
の場合、対象範囲が絞り切
れず、評価の仕方に注意が
必要である

表 評価指標チェック表
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評価指標チェック表 問題解決 直接 or 間接 定義 対象範囲 評価の仕方
①パレタイズ可能貨物のパレタ
イズ比率

× 間接 〇 × ×

②標準パレット率 × 間接 × × ×
③複合一貫輸送に対応した内貿
ターミナルへ陸上交通を用いて
半日以内で往復できる地域の人
口ベースの比率

〇 直接 × 〇 〇

④自動車専用道路等のICから
10分以内に到達可能となる拠
点的な空港及び港湾の割合

〇 直接 〇 〇 〇

⑤三大都市圏における車両の平
均走行速度

〇 直接 〇 〇 〇

⑥トラックの積載効率 × 間接 〇 × ×
⑦輸入コンテナ貨物について、
入港から貨物がコンテナヤード
を出ることが可能となるまでに
必要な時間

〇 直接 〇 〇 〇

⑧モーダルシフト化率 〇 間接 〇 × ×
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改善された評価指標

パレット化に関する指標

パレット化率 → 物流効率化に取り組む事業者数（物流総合効率化法の総合
効率化計画又は食品等流通法の食品等流通合理化計画の認定件数）

対象は農林水産物、食料に絞り、効率化を図った事業者や件数をみた直接的
な評価に変更

モーダルシフトに関する指標

モーダルシフト化率 → 鉄道・海運による貨物輸送トンキロ

モーダルシフトを行った分だけ反映される指標に変更

→ 中・短距離におけるモーダルシフトも対象
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問題のある評価指標

トラックの積載効率

対象範囲が変更も、低下傾向

（営業用のみで積載効率を算出）

→ 積載効率の改善の余地のない輸送も対象

自営転換が進む評価指標とはいえない

鉄道・海運による貨物輸送トンキロ

モーダルシフトの輸送全体を評価

→ モーダルシフト推進をするべき対象がわからない
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総合物流施策大綱、物流KPIへの提言

対象範囲をより慎重に定める

→積載効率において、輸送距離帯や車両の大きさ
モーダルシフトにおいて、輸送距離帯や地域（周囲に駅や港湾があるのか）

そのためには…
物流現場だけでなく、物流の評価においても情報化を推進

物流現場のDX化、フィジカルインターネットによるスペースの共有
輸送情報のデータの共有、連携が必要である
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研究成果

問題解決につながりのない評価指標が存在

課題達成への間接的な評価指標の設定をしている場合、対象範
囲を広くとらえすぎているために、評価の仕方やとらえ方に注意が
必要

総合物流施策大綱(2021-2025)における評価指標においても、依
然として対象が絞り切れていない評価指標が存在

物流の評価指標においてもデータの共有、相互活用をより推進し
ていくべきであると提言する。
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